第１号様式（１／３）

（申請先）川崎市長

令和８年度 川崎市太陽光発電設備等設置費補助金 交付申請書

　川崎市太陽光発電設備等設置費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第９条の規定に基づき、次のとおり申請します。

	（申請者）
	記入日
	令和     年     月     日

	現住所
	〒

（申請者が法人・管理組合の場合は法人・管理組合の所在地を記載してください。）

	フリガナ
	

	氏名
	
（申請者が法人・管理組合の場合は法人名・管理組合と代表者名を併記してください。）

	TEL/携帯
	
	E-mail
	


※「TEL/携帯」「E-mail」は連絡が取れるものを記載してください。

（□は、該当するものに■又は☑をしてください）
	１
	事務手続き
委任の確認
	□なし　　  □あり　要綱第10条に基づき、次のとおり補助金交付に関する事務手続きを以下の者
　　　　　　　　　　　に委任しますので届出ます。

ありを選択された場合は以下の２を事務手続きの委任を受けた者（以下、「受任者という。」）が記入して下さい。


※事務手続きの委任による場合、原則として、市は受任者と連絡・調整を行います。

（受任者記入欄）
	２
	受任者情報
	会社名
	
	代表者名
	

	
	
	営業所名
	
	休業日
	

	
	
	フリガナ
	
	住所
	〒


	
	
	担当者名
	
	
	

	
	
	TEL/携帯
	
	E-mail
（必須）
	

	
	
	同意事項
	１ 申請内容に一切の虚偽が無いことを誓約します。
２ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団又は暴力団員でないことを誓約します。
３ 暴力団又は暴力団員でないことを確認するため、受任者情報を神奈川県警察本部に照会することについて異議ありません。

□　私は、上記の内容に同意した上で、要綱等を遵守し、誠意をもって手続きを行います。



（申請者記入欄）
	３
	同意事項
	１ 申請内容に一切の虚偽が無いことを誓約します。
２ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団又は暴力団員でないことを誓約します。
３ 暴力団又は暴力団員でないことを確認するため、申請者情報を神奈川県警察本部に照会することについて異議ありません。
４ 市税の滞納がないことを誓約します。市税の滞納が判明した際には交付決定の取り消しを受けることに異議を申し立てません。
５ 令和９年１月31日までに事業が完了できない場合、交付決定の取消しを受けることに異議を申し立てません。
６ 太陽光発電設備の設置は「川崎市太陽光発電設備普及事業者登録制度」の登録事業者により設備を設置することに同意します。
７ 蓄電池の設置は、環境省が実施する「戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業」において、補助対象製品として令和７年度以降に登録されている設備を設置することに同意します。
８ 設置完了届を令和９年２月12日までに提出ができない場合、交付決定の取消しを受けることに異議を申し立てません。

	
	
	□ 私は、上記の１から８の内容に同意し、いかなる異議も申し立てないこと誓約し、本申請を行います。



第１号様式（２／３）

（補助対象設備等の設置に係る情報）
	１
	補助対象設備等
設置場所の住所
	

	
	
	□　上記の住所は地番表示です。

	２
	申請者以外の住宅
所有者の有無
	（申請者以外に所有者がいる場合、同意書（第２号様式）の提出が必要）
□　申請者以外に住宅の所有者が存在します。

	３
	工事施工
予定業者
	名称
	
	電話番号
	

	
	
	所在地
	

	４
	着手予定日
	□ 契約書の記載内容に関わらず、下記の着手予定日が正しいことを誓約します。

	
	
	令和　　 年　　　月　　　日
	（新築及び既築の場合は補助対象設備等の設置工事の着工予定日、建売の場合は建物引渡予定日）

	５
	事業完了予定日
	令和　　 年　　　月　　　日
	（既築の場合は補助対象設備の設置工事完了予定日
新築及び建売の場合は建物引渡予定日）



（補助対象設備等に係る情報）
	１
	太陽光発電設備
	□ FITを適用するもの　　　□ FITを適用しないもの

	
	
	（メーカー名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（登録事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	□ 新設
□ 増設
	公称最大出力
	
	ｋＷ（小数第２位以下切り捨て）

	
	
	□過去に本補助金の交付を受けて設置　（　　　  年度設置、　    kＷ）※
□過去に本補助金の交付を受けずに設置

	
	
	□ 今回設置するが補助金は申請しない

	
	
	· 他の補助金を申請する　　　□ 他の補助金を申請しない

	
	
	国・県等、他の補助金の名称
	補助金額

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	２
	蓄電池
	□ FITを適用して同時設置する太陽光発電設備と連系するもの
□ FITを適用せずに同時設置する太陽光発電設備と連系するもの
□ すでに設置された太陽光発電設備と連系するもの（公称最大出力:　　kW）
（メーカー名                                  ）
（パッケージ型番　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	□ 新設
□ 増設
	初期実効容量
	
	ｋＷｈ（小数第２位以下切り捨て）

	
	
	□過去に本補助金の交付を受けて設置（　　　  年度設置、　    kＷh）※
□過去に本補助金の交付を受けずに設置

	
	
	· 他の補助金を申請する　　　□ 他の補助金を申請しない

	
	
	国・県等、他の補助金の名称
	補助金額

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	３
	ZEH等
	□ ZEH設備　　　□ ZEH＋設備　　　□ ZEH Oriented設備

	
	
	· 他の補助金を申請する　　　□ 他の補助金を申請しない

	
	
	国・県等、他の補助金の名称
	補助金額

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円





第１号様式（３／３）

（補助申請額に係る情報）
	補助対象設備
	補助申請額

	１
	太陽光発電設備
	FITを適用するもの
	円

	
	
	FITを適用しないもの
	円

	２
	蓄電池
	FITを適用して同時設置する太陽光発電設備と連系するもの
またはすでに設置された太陽光発電設備と連系するもの
	円

	
	
	FITを適用せずに同時設置する太陽光発電設備と連系するもの
	円

	３
	ZEH等
	ZEHまたはZEH Oriented
	円

	
	
	ZEH＋
	円

	補助申請額
（１+２+３合計）
	　　　　円


※補助申請額は「補助金算定表」で計算した額を記載してください。（1,000円未満の端数は切り捨て）
※補助金額は要綱別表２参照


（要件の確認）
	交付対象者の要件
	· 居住している又は居住を予定している市内の個人住宅に対し別表１に定める設備等を設置する個人

· 居住している又は居住を予定している市内の共同住宅の専有部分に対し別表１に定める設備等を設置する個人

· 本市に所在する共同住宅において、太陽光発電設備等（別表１に定めるものに限る。）を導入する者であって、次のアからウまでのいずれかに該当し、かつ電気自動車等用充電設備設置費補助金の申請を行っている者
ア　本市に所在する共同住宅の管理組合
イ　本市に所在する共同住宅を所有する者
ウ　前記ア又はイに規定する者から、土地の利用及び第５条に規定する補助対象設
備の設置に関する許諾を受けた者

	補助対象設備等の要件
	□ 補助対象設備等が、要綱別表１の仕様・要件に合致することを確認しました。



